
Ⅰ．本庁舎整備の方向性の検討

１．社会動向 

（１）人口減少・少子高齢化 

わが国は、平成１７年に総人口がピークに達した後、人口減少社会に転じました。これまでのいわ

ゆる右肩上がりの社会を支えてきた人口の持続的な増加が終わり、長い人口減少過程に入ろうとして

います。 

各務原市の人口フレームは、平成２２年にピークを迎えており、その後は緩やかな減少に転じる見

込みとなっています。 

未婚者の増加や晩婚化が進み、全国的に少子化が進行しており、また、生活環境の向上や医療の進

歩などに伴って平均寿命が延び、世界でも例を見ない速さで少子高齢社会が進行しています。このよ

うな社会においては、子どもから高齢者まですべての人が暮らしやすいユニバーサルデザイン（＊１）

やバリアフリーの社会づくりを進めていくことが求められています。 

（＊１）「すべての人のためのデザイン」を意味し、年齢や障がいの有無などにかかわらず、最初からできるだけ

多くの人が利用可能であるようデザイン（構想・計画・設計）をするという考え方。 

出典：各務原市総合計画 

図Ⅰ-１．１  各務原市の人口動向  

各務原市の人口動向
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（２）地方分権 

生活に関わる福祉・文化・教育・産業・生活環境などさまざまな分野での行財政の権限や責任を、

国から地方自治体に移譲させていく地方分権が進みつつあります。地方自治体が引き続き発展してい

くためには、地方分権時代の大きな潮流を踏まえ、行政機構の革新や地域社会をリードする人材の育

成に努め、自主的なまちづくりに向けた分権型行財政システムを確立していくことが必要となってい

ます。 

今後のまちづくりには、地域住民による地縁型コミュニティに加え、ボランティア団体・ＮＰＯな

ど組織化された団体との協働や連携が重要になってきます。 

（３）安全・安心な社会 

近年、多発する大規模な自然災害など、市民生活の安全・安心を脅かす要因が増加しています。こ

うした災害等に対し、被害を最小限に抑えるためには、治水対策の基盤整備をはじめ、建築物の耐震

化を促進するとともに、災害発生時の対応など危機管理体制を充実させていくことが重要です。 

（４）環境に配慮した社会 

地球温暖化、酸性雨、廃棄物問題など様々なレベルでの環境問題が社会問題となっています。それ

に伴い、リサイクル活動の活発化、省エネルギー・省資源などにライフスタイルを変えていくことな

どが求められるほか、風力・水力・太陽光といった再生可能エネルギーへの着目により、資源循環型

の都市づくりにも注目が集まっています。 

環境をめぐる課題の解決には、わたしたちの生活のあり方を見直し、人と自然の共生や環境と調和

したまちづくり、省資源・循環型社会の形成などに努める必要があります。 
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２．上位関連計画 

（１）各務原市総合計画 

各務原市総合計画は、時代、社会の潮流を的確に捉え、本市が目指す姿と進むべき道筋を明らかに

するための指針となるもので、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」により構成されます。 

「基本構想」は、平成２７年度を初年度とし、平成３６年度までの１０年間を計画期間としていま

す。 

「基本構想」において、まちづくりの理念と将来像は、下図のように定められています。 

図Ⅰ-２．１ 各務原市総合計画におけるまちづくりの理念と将来都市像 

まちづくりの３つの基本理念の１つである「やさしさ ～新しい安心づくり～」の基本目標として、

「いつまでも住み続けたい安心・安全のまち（防災・防犯）」を掲げており、災害時の拠点施設とな

る公共施設の耐震化により、地域防災対策の強化に努めることとしています。 

「基本構想」に掲げる将来都市像の実現に向け、平成２７年度から平成３１年度までの５年間を計

画期間とする「前期基本計画」で必要な施策の方針と成果目標などを定め、施策の方向性を具体化し

ています。 
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３．本庁舎の老朽化及び耐震化の現状 

（１）現庁舎の概要 

本庁舎の敷地は、総面積１２，７３７㎡、各務原市消防本部・各務原西部方面消防署の隣接してい

ます。東面、西面、南面は道路と接しており、北側に位置する公用車の車庫は民間ビルや商店に接し

ています。

最寄り駅の各務原市役所前駅は、本庁舎から徒歩３分、北庁舎がある産業文化センターや健康管理

課のある総合福祉会館から徒歩２分の位置にあります。

現在の本庁舎は昭和４８年３月に建設され、既に４１年を経過した建物です。市庁舎については、

市の発展や人口の増加に伴い市役所の事務量が年々増えるとともに、事務スペースの不足等から、昭

和６０年１１月に建てられた総合福祉会館に健康管理課を置き、平成５年に産業文化センターを建設

しました。 

図Ⅰ-３．１ 各務原市本庁舎周辺図 

近隣駐車場 

①各務原市役所 

②産業文化センター 

③総合福祉会館 

④学びの森 

⑤図書館前 

⑥市民公園通り 

⑦市民公園 
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本庁舎、産業文化センター及び総合福祉会館の概要はそれぞれ次の表のとおりです。 

表Ⅰ-３．1 本庁舎の床面積等 

本庁舎

外観 

構造 
鉄筋コンクリート造 

地上５階 地下１階 

位置 各務原市那加桜町１丁目６９番地 

着工 昭和４５年８月２５日 

竣工 昭和４８年３月３１日 

用途地域 商業地域 面積

防火地域 準防火地域 
塔屋 １３０．７０㎡

６階 ２０６．００㎡

建築ぺい率 ８０％ ５階 １，７４０．００㎡

容積率 ４００％ ４階 １，４０３．５０㎡

敷地面積 １２，７３７．００㎡ ３階 １，４０３．５０㎡

建築面積 ２，５６２．００㎡ ２階 １，４０３．５０㎡

延床面積 

（面積合計）
１０，２２９．６０㎡

１階 ２，１７２．００㎡

地階（地下） １，７７０．４０㎡

各階ごとの部署等

６階 議会傍聴席 

５階 議場、正副議長室、議員クラブ室、議会事務局、第１委員会室、第３委員会室 

４階
情報推進課、まちづくり推進課、第２委員会室、第１～５会議室、大会議室（西・

東） 

３階
市長室、副市長室、特別会議室、秘書広報室、人事課、総務課、記者室、防災安全

課、企画政策課、財政課、管財課、契約経理課 

２階
福祉総務課、高齢福祉課、管理課、用地課、都市計画課、道路課、河川公園課、 

建築指導課、下水道課、文書集配室、印刷室 

１階
総合案内、市民課、医療保険課、税務課、市民税課、資産税課、社会福祉課、 

子育て支援課、契約経理課、会計管理者室、会計課、市金庫 

地階(地下) 宿直室、喫茶・食堂、市職員労働組合室、機械室、書庫、更衣室 
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表Ⅰ-３．２ 産業文化センターの床面積等 

産業文化センター

外観 

構造 
鉄骨鉄筋コンクリート造 

地上８階 地下１階 

位置 各務原市那加桜町２丁目１８６番地 

着工 平成３年８月１０日 

竣工 平成５年５月３１日 

用途地域 商業地域 面積 庁舎機能の面積 

防火地域 準防火地域 屋上階 ２１６．６９㎡ 

建築ぺい率 ８０％ ８階 １，３０７．８０㎡ 

容積率 ４００％ ７階 １，５６９．５２㎡ １，５６９．５２㎡

敷地面積 ６，５９９．６２㎡ ６階 １，５６９．５２㎡ １，５６９．５２㎡

建築面積 ２，４５２．４８㎡ ５階 １，５６９．５２㎡ 約５００㎡

延床面積 

（面積合計）
１５，２０２．０５㎡

４階 １，５７４．７２㎡ 

３階 １，５６２．７８㎡ 約２００㎡

庁舎機能 

面積合計 
約４，２００㎡

２階 １．０５９．７７㎡ 

１階 ２，３４３．０６㎡ 

地階（地下） ２，４２８．６７㎡ 約４００㎡

各階ごとの部署等

８階 第１・第２特別会議室、展望ロビー、展望レストラン（ぶるうすかい） 

７階
教育委員会事務局総務課、学校教育課、青少年教育課、文化財課、スポーツ課、 

少年センター、選挙管理委員会事務局（監査委員事務局）、第１会議室 

６階
商工振興課、産業政策室、都市ブランド課、いきいき楽習課、農政課、第１～第６

会議室 

５階 環境政策課、水道総務課、水道施設課 

３階 第１・第２研修室 

地階(地下) 公用車駐車場、機械室、書庫 
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表Ⅰ-３．３ 総合福祉会館の床面積等 

総合福祉会館

外観 

構造 
鉄筋コンクリート造 

地上４階 地下１階 

位置 各務原市那加桜町２丁目１６３番地 

着工 昭和５９年１０月２日 

竣工 昭和６０年１１月２３日 

用途地域 第１種住居地域 面積 庁舎機能の面積

防火地域 無指定 屋上階 １３１．１３㎡

建築ぺい率 ６０％ ４階 ６４０．０９㎡

容積率 ２００％ ３階 １，１１８．６４㎡

敷地面積 ３，２３９．８９㎡ ２階 １，０７５．９２㎡

建築面積 １，４０４．０５㎡ １階 １，１８８．１３㎡ 約１９０㎡

延床面積 

（面積合計）
４，４４０．００㎡

地階（地下） ２８６．０９㎡

庁舎機能 

合計面積 
約１９０㎡

各階ごとの部署等

１階 健康管理課 
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表Ⅰ-３．４ 庁舎機能の面積と一人あたりの執務面積    表Ⅰ-３．５ 公用車の台数

（平成２６年４月１日現在）

（平成２６年４月１日現在）

場
所 面積 職員数 ㎡/人 

本
庁
舎

約 10,200 ㎡ 443 人 約 23㎡/人

産
業
文
化
セ
ン
タ
ー

約 4,200 ㎡ 182 人 約 23㎡/人

総
合
福
祉
会
館

約 190 ㎡ 29 人 約 6㎡/人

合
計

約 14,590 ㎡ 654 人 約 22㎡/人

場
所 車種 備考 集計 

本
庁
舎

軽貨物  3

軽乗用  21

原付  2

小型貨物  26

小型乗用  15

特殊 霊柩車 1

普通貨物  2

普通乗用  6

マイクロバス  1

大型バス  1

計 78

産
業
文
化
セ
ン
タ
ー

軽貨物 4

軽乗用 2

小型貨物 9

小型乗用 5

普通乗用 1

計 21

総
合
福
祉
会
館

軽貨物  1

小型貨物  1

計 2

合
計 合計 101
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（２）庁舎の駐車場について 

本庁舎の駐車場は、市役所の開庁時間に約１４０台の車が駐車することができ、１日あたりの駐車

台数は平均で約８９０台程度（回転率６．３６回／日）ですが、下図のように年間を通じて月曜日に

多く、水曜日や木曜日の週の半ばに少ない傾向にあります。また、年度末である２月から３月までの

間は、週を通して利用者が多く、一番多い３月の月曜日は、平均台数の１．４倍の約１，２２０台程

度（回転率８．７４回／日）となっており、駐車場の入場待ちの様子が多く見られます。 

また、産業文化センター及び総合福祉会館の駐車場は、有料（３時間まで無料）の機械式駐車場で

合わせて７４台の車が駐車することができ、１日あたりの駐車台数は平均で約４５０台程度（回転率

６．０８回／日）です。 

表Ⅰ-３．６   本庁舎駐車場の利用台数と周辺駐車場利用可能台数 

駐車可能台数 

台数(台) 

本庁舎 140 

総合福祉会館 38 

産業文化センター 36 

市民公園 340 

合  計 554 

9



（３）会議室について 

庁舎内の会議室は常に予約がされており、１０日前に会議を予定しようとしても場所が確保できな

い状況にあります。平成２５年度の年間を通しての会議室の予約状況は次の表のとおりです。 

表Ⅰ-３．７ 会議室の予約状況 

会議室名 収容人数 予約件数 予約日数 
平日 

予約日数 

本庁舎 

３Ｆ会議室 １２名 ３９２ ２６２ ２２３

４Ｆ大会議室・西 ３０名 ３４８ ２６９ ２３０

４Ｆ大会議室・東 ５０名 ３２９ ２６８ ２２８

４Ｆ第１会議室 ３６名 ３４３ ３０９ ２３７

４Ｆ第２会議室 ２４名 ３９５ ２５０ ２３１

４Ｆ第３会議室 ２４名 ３９８ ２５１ ２３２

４Ｆ第４会議室 １８名 ３４２ ２９９ ２２７

産業文化センター 

６Ｆ第１会議室 ３０名 ２６４ ２４５ ２０３

６Ｆ第２会議室 ３０名 ２７０ ２４６ ２０７

６Ｆ第３会議室 ３０名 ２７４ ２５９ １９８

６Ｆ第４会議室 ３０名 ２３６ ２１９ １８０

６Ｆ第５会議室 ４２名 ２４９ ２２１ １９５

７Ｆ第１大会議室 １４４名 ２７０ ２４７ ２２２

平成２５年度中の会議室の予約率（開庁日のうち予約の入っている日の割合）は、本庁舎会議室が

平均で約９４％、産業文化センター会議室が平均で約８２％となっており、当日の会議室の確保は非

常に困難な状況といえます。 

表Ⅰ-３．８ 本庁舎の会議室の予約率 

表Ⅰ-３．９ 産業文化センターの会議室の予約率 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３Ｆ会議室

４Ｆ大会議室・西

４Ｆ大会議室・東

４Ｆ第１会議室

４Ｆ第２会議室

４Ｆ第３会議室

４Ｆ第４会議室

平均(94％)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６Ｆ第１会議室

６Ｆ第２会議室

６Ｆ第３会議室

６Ｆ第４会議室

６Ｆ第５会議室

７Ｆ第１大会議室

平均(82％)
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（４）市施設の災害時における役割について 

各務原市地域防災計画により、災害が発生したとき又は発生するおそれがある場合、本庁舎には「災

害対策本部」が設置され、小中学校に現地連絡所・避難所が、福祉センターなどには災害時要援護者

用の避難所が開設されます。 

図Ⅰ-３．２ 災害時における市施設の役割 
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４．本庁舎の耐震性能 

（１）耐震性能を表す指標について 

①構造耐震指標（Ｉｓ値） 

施設の地震対策を行う場合、まず、建物の構造体の耐震性能を耐震診断により正しく把握しなけ

ればなりません。 

昭和５６年に改正された現在の耐震基準では、大地震時に必要な「保有水平耐力」（建物が地震

による水平方向の力に対して対応する強さ）を建物が保有しているかを検討するように規定してい

ます。 

一方、昭和５６年以前の旧基準の建物は、設計法が現在と異なるため、現在と同様な「保有水平

耐力」に基づく方法で耐震性の検討を行うことが出来ません。このため、耐震診断によって建物の

強度や粘り強さに加え、その形状や経年劣化を考慮した構造耐震指数（Ｉｓ値）により耐震性能を

表すもので、数値が大きいほど耐震性が高いことを表しています。 

耐震改修促進法では、構造耐震指数の判断基準をＩｓ値０．６以上としており、これ以下の建物

については耐震補強の必要性があると判断されます。 

Ｉｓ＝Ｅｏ（保有性能基本指標）×ＳＤ（形状指標）×Ｔ（経年指標） 

   Ｅｏ＝Ｃ（強度の指標）×Ｆ（粘り強さの指標） 

図Ⅰ-４．１ Ｉｓ値と地震被害の関係性 

表Ⅰ-４．１ Ｉｓ値に基づく安全性の基準 

耐震強度 Ｉｓ値が 0.3 未満 
Ｉｓ値が 

0.3 以上 0.6 未満 
Ｉｓ値が 0.6 以上 

建物の大規模地震

に対する安全性 

倒壊又は崩壊の危

険性が高い 

倒壊又は崩壊の危険性

がある 

倒壊又は崩壊する危険

性が低い 

①被害地震を未経験の建物

のＩｓ値の分布

③１９６８年十勝沖地震（Ｍ

７．９、震度５）及び１９

７８年宮城県沖地震（Ｍ

７．４、震度５）で中破以

上の被害を受けた建物群

のＩｓ値分布を推定した

もの（Ｉｓ値が０．６以上

の場合は、中破以上の被害

を受けていない）

（出典）一般社団法人日本耐震診断協会 HP
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図Ⅰ-４．２ Ｉｓ値と地震による被害状況

②ＣＴＵ・ＳＤ値 

鉄筋コンクリート造が主な構造の建物が持っている、地震による水平方向の力に対する強さの判

断基準です。Ｉｓ値が０．６を上回ってもＣＴＵ・ＳＤ値が０．３未満の場合は、倒壊の危険性が

あるとされています。①震力に対する建物の強度、②地震力に対する建物の靭性（変形能力、粘り

強さ）が大きいほど、このＣＴＵ・ＳＤ値も大きくなります。

（２）本庁舎の耐震診断結果について 

市庁舎は、本庁舎、産業文化センター（北庁舎）及び総合福祉会館で構成されています。本庁舎は、

平成２５年度に実施した耐震診断では、１階短辺南北方向の構造耐震指標（Ｉｓ値）が０．２８と低

く、大規模地震発生時に倒壊又は崩壊する危険性が高いという結果となっています。また、１階短辺

南北方向は、ＣＴＵ・ＳＤ値も０．２９と低く、ＣＴＵ・ＳＤ値からも大規模地震発生時に倒壊の危

険性があるという結果となっています。 

産業文化センター及び総合福祉会館は、耐震基準の変更後に建てられたもので、Ｉｓ値は０．６相

当の耐震性能を有し、倒壊の危険性は低いと考えられます。

平成２５年度に実施した本庁舎の耐震診断結果の概要は、以下のとおりです。 

表Ⅰ-４．２ 耐震診断結果（平成２５年度実施） 

長辺東西方向 短辺南北方向 

Ｉｓ値 ＣＴＵ・ＳＤ値 Ｉｓ値 ＣＴＵ・ＳＤ値 

診断結果 

６階 ０．５０ ０．５１ ０．６３ ０．６４ 

５階 ０．６５ ０．６６ ０．５２ ０．５３ 

４階 ０．４１ ０．４１ ０．４６ ０．４７ 

３階 ０．４０ ０．４０ ０．４０ ０．４０ 

２階 ０．３７ ０．３７ ０．３７ ０．３７ 

１階 ０．３４ ０．３４ ０．２８ ０．２９ 

地下 ０．４４ ０．４５ ０．４０ ０．４１

※ 数値の低い方を記入しています。 
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（３）市庁舎が大規模地震により被災した事例について 

東日本大震災や阪神淡路大震災では、耐震性能が十分に確保されていない市庁舎が、被災したこと

で使用不能となり、災害時に担うべき役割を果たせない状況に陥りました。 

災害時における拠点となる庁舎が使用不能となることは、災害発生直後の対応や市民生活の復旧・

復興に重大な支障となります。 

表Ⅰ-４．３ 東日本大震災の市庁舎の被災状況 

自治体名 建設年 震度 本庁舎の被災状況及び震災発生後の対応

岩手県 

遠野市 

Ｓ３８年 ５強 本庁舎中央館が全壊、倒壊の恐れがあったため、駐車場に

災害対策本部を設置。市内ショッピングセンター内にも仮

庁舎を設置し、行政機能を移転。行政機能の移転は継続中。 

岩手県 

北上市 

Ｓ４８年 ５強 壁・天井のはく離、無数のひび割れなど、損傷が激しく利

用が困難であったため、消防組合内に災害対策本部を設置

し、行政機能は本庁舎前の健康管理センターに移転。 

福島県 

郡山市 

Ｓ４３年 ６弱 本庁舎屋上の展望台が倒壊し、男性１名が圧死した。更な

る倒壊のおそれがあったため、開成山野球場会議室に災害

対策本部を設置。行政機能は分庁舎等へ移転。 

平成１８年の耐震診断結果では、倒壊の可能性が高いとの

評価がされていた。 

福島県 

須賀川市 

Ｓ４４年 ６強 柱や壁の損傷が激しく、倒壊のおそれがあったため、市体

育館に災害対策本部及び行政機能を移転。 

茨城県 

水戸市 

Ｓ４７年 ６弱 壁や柱のひび割れなどの被害が発生したため、災害対策本

部を市民会館に設置。行政機能も仮設庁舎に移転。 

東日本大震災後の福島県須賀川市役所
（写真：須賀川市 HP 須賀川市内における被災状況より）

壁、柱の被害が大きく使用不能に。⇒庁舎は解体

阪神淡路大震災後の神戸市役所２号館 
（出典：地震発生時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説

（内閣府））

水道局があった６階部分は押しつぶされたため、必要な資

料等が利用できず、水道の復旧に大きな影響があった。
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・庁舎の損壊等により行政機能不全に陥った事例 

茨城県水戸市庁舎は、東日本大震災で被災し使用不能となり、震災直後は、市関係施設を含めた１

５箇所の施設に市役所機能が分散し、震災後の市民生活に大きな支障となりました。 

現在は、プレハブの臨時庁舎が建設され、機能の集約化が行われているものの、新庁舎が建設され

るまでは依然として主に５箇所に分散しています。 

  水戸市庁舎    震災直後の市役所機能の分散先    現在の市役所機能の分散先 

図Ⅰ-４．３ 水戸市における震災前後の市役所機能分布図 

・職員も被災したことによって行政機能不全に陥った事例 

岩手県大槌町庁舎は、津波に襲われ、町長と町幹部職員を含む全職員の３分の１にあたる４０人が

犠牲になり、町民生活に関わる文書等の重要なデータもすべて流されました。 

役場機能が麻痺したことで被災者の生活再建が進まないなど、大きな影響がありました。 

15



・南海トラフの巨大地震について

南海トラフ沿いの地域では、最近５００年間で５回繰り返して巨大地震が発生しています。

南海地震、東南海地震、東海地震の３つの巨大地震は、互いに連動して活動することが知られてい

ます。慶長地震や宝永地震では南海から東海にかけて同時に地震が起こったと見られ、安政東海地震

では発生後３２時間後に安政南海地震が発生しています。また、１９４４年の東南海地震では、発生

から２年後に南海地震が発生しています。１００年程度の周期から見て、２年の差も連動とみなせば、

５回の地震が連動によるものと考えられます。

図Ⅰ-４．４ 最近５００年間の南海トラフ沿いの巨大地震の発生状況 

東海地域にとっては、東南海・南海の２つの連動でも、南海を含めた３つの連動でも、予測される

震度などは大きく変わりませんが、強い揺れが長く継続する３つの連動（マグニチュード８～９クラ

ス）を考える必要があります。

国では、南海トラフの巨大地震の今後３０年間以内の発生確率を７０％程度と公表しており、いつ

発生してもおかしくない状況にあるとされています。（平成２６年１月１日基準）

岐阜県が行った「岐阜県 東海・東南海・南海地震等被害想定調査（平成２５年２月）」の結果、各

務原市では市内全域で震度６弱の可能性があるとされています。

建物被害 火災焼失棟数 死者数 負傷者数 避難者数

全壊 半壊

揺れ 661棟 4,365棟
液状化 2,347棟 3,578棟

19棟
※冬の午後 6時
発生

40人
※冬の午前 5時
発生

917人
※冬の午前 5時
発生

14,487人

※紀伊半島沖を震源とするマグニチュード９．０の南海トラフ巨大地震を想定
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